
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 3年度 事 業 報 告 書

1菫:=土宣玉」主璧1壁」L生」:ユニL二22_豊上丞_卜豆≧△整協全

1 事業の成果
職業紹介・派遣事業所を介して就業する配ぜん人労働者の地位・社会的認知の向上や雇用機会の
拡充のための活動を行った。
新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響による職業紹介事業救済のため行政への進言・請願を行い

協会関係者へは適切な救済のための情報の提供・現状聴取・状況改善のための署名活動などの業務を
行った。
職業紹介事業者職種別団体と協賛し紹介事業に関する情報収集を行い、行政へ情報発信・意見具申
を行った。
協会 HP・ 機関紙・資料の配布等により職業紹介システムの啓蒙や、会員・非会員・求人者への法
令改正等の周知活動を行った。
会議資料の電子化・広報方法を電子化しIT導入の事業運営を行った。
2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 1,448 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

民営職業紹介
事業・労働者
派遣事業、特
に配ぜん人紹
介事業に関す
る調査・研修
および啓蒙事
業

職業紹介事業者職種別団
体と共に紹介事業に関す
る情報収集を行い、行政
への情報配信・意見具申
を行う。
飲業界関係の各団体との
配ぜん人の就業に関する
情報交換や意見交換会・
コロナに順応した会に参
力|]

6・ 7・ 8・

9・ 10・ 11・

12・ 1・ 2・

3・ 4月

各所 10 協会役員

料飲業界
団体・求
人者・紹
介 事 業
者・配ぜ
ん人・業
界関係・
会員事業
所

700

同上

会員及び
等相互が
るための
のための
催

行
連
政・関係団体
携して活動す
報交換と親睦
報交換会を開

卜L
I目
,にヒ
1曰

6月 23日

1月 26日

KKRホテル

如水会館

8

8

協会役員

協会役員

職業紹介
事業者
12名

職業紹介
事業者
20名

300

同上

厚生労働省 との職業紹
介・派遣事業に関する適
切な事業運営等について
懇談・意見交換を行う。

9・ 10・ 11

月

厚生労働

省

4回

8 協会役員

厚生労働
省
」4+力 ′ヽ本
=¨力7ヽム
長・副会
長・理事
4

70

同上
(公社)民紹協による
業紹介事業の発展・
に関する事業に参加

広
職
報
6・ 10・ 11・

3・ 5月

(公社 )

民紹協

8回

8 協会役員
当協会担
当理事
5名

48

同上
協会情報・法改正通知・各
給付金・支援金の通知・情
報の発信

年 間

+カンら、
レカ7ヽ

事務局
8

会員及び

協会HP
に更新

延ベ

500所 330



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
足款
さ
に記載
れた
業名事

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和3年度 活動計算書 (その他事業がない場合)

令和 3年 4月  1日 から令和 4年 3月 31日 まで

ホテル&レス ン

(単位 1円 )

科 目 金 額

経常収益

1.受取会費

協会会費

入会金

会費収入

2.そ の他収益

受取利息

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1.管理費

(1)そ の他経費

会議費

旅費交通費

通信費

事務用消耗品費

研修会費

租税公課

HP管理費

講師料

業務請負費用

慶弔費

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

皿 経常外収益

経常外収益計

rV 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

1,043,000

60,000

180,000 1.283,000

4

1,283,004

1,448,326

4

146,870

60,000

94,500

5,766

155,000

600

465,475

30,000

413,000

66,500

10,615

1,448.326

1,448,326

∠ゝ 165,322

0

0

∠ヽ  165,322

△  165,322

△  147,376

∠ゝ 312,698



書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和3年度 貸借対照表

令和 4年 3月 31日 現在

レ ス ン

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1.流動資産

現金預金

立替金

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

未払金

預り金

流動負債合計

2.固定負債

長期受入預託金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

688,402

33,000

721,402

0

721,402

0

0

0

89,100

45,000

134,100

900,000

1,034,100

△  312,698

900,000

∠ゝ  147,376

∠:ゝ  165,322

721,402



=E 16号 法 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国ホテル&レス トラン人材協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、中小企業の会計に関する指針によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当ナシ

(2)固定資産の減価償却の方法
該当ナシ

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当ナシ

・ 引当金

該当ナシ

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ナシ

(5)消費税等の会計処理
税込み方式

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

科 目

自己せん人労働者
の地位・社会的

認知向上に関す
る事業

配せん人紹′,

事業に関する

調査・研究・啓
表事業

事業部門計 管理部門 合計

1,283,000
0

0

0

4

1,283,000
0

0

0

4

1,283,004 1,283,004

146,870

60,000
94,500
5,766
155,000

600

465,475
30,000

413,000
66,500
10,615
1,448,326

田 □1,448,326

1,448,326 1,448,326

1,448,326 1,448,326

] □ 1,283,004 ▲ 165,322

1.受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
1_管理費
(1)その他経費
会議費
旅費交通費
通信費
事務用消耗品費
研修会費
租税公課
HP管理費
講師料
業務請負費用
慶弔費
雑費
その他経費計

管理費計

施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■曖璽□四    ■□四曰四

■□四コロ彊       ■崚匹日四



●
０ 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当ナシ

使途等が制約された寄附金等の内訳
該当ナン

固定資産の増減内訳
該当ナシ

借入金の増減内訳
該当ナシ

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。
該当ナシ

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

事業費と管理費の按分方法

実額によっています。

その他の事業に係る資産の状況

該当ナシ

4

″
０

´
０

０^



書式第 17号 (法第 28条関係) 事業報告用

令和3年度 財 産 目 録

令和 4年 3月 31日 現在

生産オ
=営
劉遺動塗2ゝ全匡セも二∠≧ニユ4211=2_2込11協会

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1 流動資産

現全預金

立替金

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預り金

流動負債合計

2.固定負債

長期受入預託金

固定負債合計

負債合計

I【【 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

688,402

33,000

721,402

0

721.402

0

0

0

89,100

45.000

134.100

900,000

1,034, 100

△ 312,698

900,000

∠ゝ 147,376

△ 165,322

721,400



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 3年度   年間役員名簿
今
～
 3年 4月  1日 から 今

～
 4年 3月  31日 まで

特定非営利活動法人 全国ホテル&レストラン人材協会

可 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、久格事由者が今まれません。(法第20条関係)
□各役員について、親族の規定にミ反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 理 事

ワタナベ タモツ

渡辺 保

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

2 理 事

>)! ,>
澁谷 健

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

3 理 事

スギハラ タク

杉原 拓

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

4 理 事

フチガミ ジュンヤ

淵上 順也

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

5 理 事

ニカイ ドウ アキラ 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年=   月   日三階堂 顕

6 理 事

オオノ ヒデ ト

大野 秀人

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年1   月   日

7 理 事

セガワ マサエ

瀬川 雅恵

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年:   月   日

8 監事

サンノマル マサヒロ

三ノ丸 正啓

令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏    名

1 渡 辺   保

2 澁 谷 健

3 杉 原   拓

4 石 り|1 博 衛

5 篠 原 孝 秀

6 二 階 堂  顕

7 淵 上 順 也

8 大 野 秀 人

9 三 ノ 丸 正 啓

10 瀬 り|1 雅 恵

11

12

」奎劃圭塾1理襲五生_塗旦杢二塁 旦
`堡
上_2」と盪Z出:盤こ


